
 

    

 

 

 

 

１ 解 説  

平成 12 年和歌山県産業連関表は、平成 12 年１月から 12 月の１年間に県内において行われた様々

な産業間の取引を一つの表にまとめたもので、県内における財・サービスの流れの全貌を把握すること

が出来ます。下に掲載している 3 部門生産者価格評価表は、各産業を３部門に統合し全体像を解りやす

く示したしたものです。 

表をタテ方向に見ると、財・サービスの県内生産額と、各産業がその生産物を作るために、どの産業

の生産物をどれだけ購入（投入）したか、また労働費用や営業余剰などの費用構成がどうなっているの

かを示しています。一方、表をヨコ方向に見ると、各産業の生産物及び移輸入品が各産業あるいは最終

需要部門にどれだけ販売（産出）されたかという販路構成を示しています。このことから、産業連関表

は「投入産出表」（Input-Output Tables、略してＩ－Ｏ表）とも呼ばれています。 

利用方法としては、表をそのまま読み取るだけで県内の産業構造や産業相互間の依存関係など、県内

経済の構造を把握・分析することができます。また、表から得られる各種係数表を使用することにより、

経済の将来予測や経済施策の波及効果測定等、多様な分析を行うことが可能となります。 

 

  なお、本書中の図表や解説につきましては、場合によって事務用品と分類不明（仮設部門）を除いて

おりますのでご了承願います。 

 
 

 

第１節 平成１２年 和歌山県産業連関表の概要 

平成１２年　和歌山県産業連関表（３部門）統合表

（百万円）

（総需要） [控除]

第１次産業 第２次産業 第３次産業 中間需要計 消費 投資 移輸出 最終需要計 需要合計 移輸入 県内生産額

(A) (B) (C) (D)=A+B+C (E) (F) (G) (H)=E+F+G (I)=D+H (J) (K)=I+J

第１次産業 15,810 77,785 9,345 102,940 32,667 6,846 96,397 135,910 238,850 -69,385 169,465

第２次産業 26,694 1,343,530 365,485 1,735,709 529,001 688,704 1,872,537 3,090,242 4,825,951 -1,591,010 3,234,941

第３次産業 24,503 598,024 774,311 1,396,838 2,329,691 109,480 310,510 2,749,681 4,146,519 -889,691 3,256,828

67,007 2,019,339 1,149,141 3,235,487 2,891,359 805,030 2,279,444 5,975,833 9,211,320 -2,550,086 6,661,234

雇用者所得 17,347 529,049 1,155,537 1,701,933

営業余剰 59,007 172,403 383,827 615,237

資本減耗引当 17,166 155,722 419,354 592,242

その他 8,938 358,428 148,969 516,335

102,458 1,215,602 2,107,687 3,425,747

169,465 3,234,941 3,256,828 6,661,234

76,354 701,452 1,539,364 2,317,170

100,695 1,166,224 2,037,906 3,304,825

（総供給）需要

中間需要

中間投入計

粗付加価値計
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２ 県経済の規模と構造 

下の図は、平成１２年の本県における経済の規模と循環構造を単純に図式化したものになります。 

 

 

 

 

 

 

 

  この図を供給面である縦方向（列）にみると、平成１２年の和歌山県で生産された財・サービスの総

額である県内生産額は 6 兆 6,612 億円となっており、これに県外からの供給となる移輸入額の 2 兆

5,501 億円を加えた 9 兆 2,113 億円が総供給額になっています。また、県内生産額のうち、生産活動

に必要な原材料や燃料等である中間投入額が 3 兆 2,355 億円投入されており、付加価値となる労働や

資本等からなる、粗付加価値額 3 兆 4,257 億円が生み出されていることが解ります。 

 

  次に、需要面である横方向（行）にみると、県内生産額に移輸入を加えた財・サービス 9 兆 2,113

億円が供給（総供給）され、そのうちの 6 兆 9,319 億円が県内需要として県内で使用されており、2

兆 2,794 億円が県外に移輸出されています。また、県内需要のうち 3 兆 2,355 億円が生産のための原

材料等として消費されており（中間需要）、残りの 5 兆 9,758 億円が家計消費や投資等となる県内最終

需要額にまわっていることが解ります。 

 

 平 成 １ ２ 年 （ 2 0 0 0 年 ） 和 歌 山 県 経 済 の 規 模 と 循 環 構 造
単 位 ： 億 円

総 需 要 （ =総 供 給 ）   9 2 ,1 1 3

県 内 生 産 額   6 6 ,6 1 2

中 間 需 要   3 2 ,3 5 5 最 終 需 要   5 9 ,7 5 8

消   費 2 8 ,9 1 4 投   資 8 ,0 5 0 移   輸   出
産 出

・ 家 計 外 消 費 支 出 1 ,2 0 9 ・ 県 内 総 固 定 2 ,4 2 1
 　 　 資 本 形 成 （ 公 的 ）

・ 民 間 消 費 支 出 2 0 ,6 8 4 ・ 県 内 総 固 定 5 ,5 5 4
  　 　 資 本 形 成 （ 民 間 ）

・ 一 般 政 府 消 費 支 出 7 ,0 2 0 ・ 在 庫 純 増 7 6

  粗 付 加 価 値 3 4 ,2 5 7

・ 家 計 外 消 費 支 出 1 ,2 0 9 県 際 収 支

・ 雇 用 者 所 得 1 7 ,0 1 9

・ 営 業 余 剰 6 ,1 5 2

・ 資 本 減 耗 引 当 5 ,9 2 2

・ 純 間 接 税 3 ,9 5 4
　 （ 間 接 税 -補 助 金 ）

移   輸   入 2 5 ,5 0 1

※ 四 捨 五 入 の 関 係 で 、 内 訳 は 必 ず し も 一 致 し ま せ ん
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３ 概 要 

 

総供給（＝総需要）    ９兆２，１１３億円 （９兆４，９８３億円） 

うち県内生産額      ６兆６，６１２億円 （６兆９，１４５億円） 

県際収支（移輸出－移輸入） △２，７０６億円 （ △１，０６４億円） 

全国シェア（生産額による）      0.69％ （      0.74％ ） 

          注)（  ）内の数値については、前回表となる平成７年表の値 

 

(1)   総供給 

平成１２年の県内経済における総供給額は、9 兆 2,113 億円であり、このうち県内で生産された財・ 

サービス(県内生産額)は、6 兆 6,612 億円、県外からの移輸入は 2 兆 5,501 億円となっています。総

供給額に占める移輸入の割合は、平成７年の 27.20％から 0.48 ポイントの微増(27.68％)となり、わ

ずかながら県内全体における自給率が下がったことを示しています。(図 1) 

 

(2) 生産活動 

生産額を財とサービスに分けてみると、財部門の生産額は５年前（平成７年表）と比較して、4,398 

億円(△11.0%)減少し、3 兆 5,415 億円となっています。これは、製造業を中心とした財部門での生産

額が減少したためであり、バブル崩壊以後に県内経済の低迷が続いていることを示す結果となっていま

す。 

  一方、サービス部門の生産額は、1,865 億円(6.4%)増加し、3 兆 1,197 億円となっています。部門

別にみると、ＩＴ関連産業の一つである通信・放送部門の県内生産額が 1,865 億円で、平成７年に比べ

82.47%の増加と大幅な伸びを示しており、続いて水道・廃棄物処理，公務，医療・保険・社会保障，

金融・保険といった部門の伸びが大きく、この結果、生産額に占めるサービス部門の割合は、平成７年

に比べ 4.4 ポイント上昇し 46.8％となり、県経済のサービス経済化が進展していることを示していま

す。(図 1)  

 

(3) 総需要 

  次に、需要面から見てみると総需要額(=総供給額)は 9 兆 2,113 億円で、そのうち各産業の生産活動

に要する物的経費である中間需要額は、3兆2,355億円となっており、全体の35.1％を占めています。

また、県内での消費及び投資となった県内最終需要額は、3 兆 6,964 億円で 40.1%を占め、残りの 2

兆 2,794 億円(全体の 24.7%)は県外への移輸出に回されています。 

平成７年次と比較すると、中間需要額は、生産額の減少及び中間投入比率の低下により 1,541 億円(△

4.8%)減少しています。また、県内最終需要額については、民間消費支出が 6.2％・一般政府消費支出

24.3％増加したことにより、全体では 651 億円(1.8%)とわずかですが増加しました。しかし、もう一

方の県外最終需要額である移輸出については、バブル崩壊後の景気低迷と財の価格低下が継続している

ことにより 1,980 億円(△8.0%)減少しています。これらのことから、需要面から見た県経済について

も、景気の低迷が引き続き継続していることを示す結果となっています。(図 1) 

 



 

 

 

 

 

 

図１ 平成１２年和歌山県産業連関表からみた財・サービスの流れ 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内生産額 ６兆６，６１２億円 

総供給(総需要) ９兆２，１１３億円 

資本減耗引当 

5,922億円 

(17.3%) 
その他 

5,163億円 

(15.1%) 

県内最終需要 ３兆６，９６４億円 

最終需要 ５兆９，７５８億円 

38.1％ 

21.8％  78.2％ 

 

59.0％  41.0％  

（注） 

 

・３２部門表によるものとなっています。 

 

・01 農林水産業～18 電力・ガス・熱供給、31 事務用品を「財」、それ以外を「サービス」としています 

 

・民間消費支出、一般政府消費支出を「消費」、県内総固定資本形成、在庫純増を「投資」としています。 

35.1％  

中 間 投 入 
３兆２，３５５億円 48.6％ 

営業余剰 

6,152億円 

 (17.9%) 

 

雇用者所得 

1兆7,019億円 

(49.7%) 

 

粗付加価値 
３兆４，２５７億円 

27.7％ 

中 

間 

需 

要 

51.4％ 

財の投入 

1兆9,095億円 

サービスの投入 

1兆 3,260億円 

消 費 

２兆８，９１４億円 

投 資 

８，０５０億円 

移 輸 入 

2兆5,501億円 

移 輸 出 

2兆2,794億円 
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